
7
2026

Vol.87
2026
July

納税協会ホームページ
https://www.nouzeikyokai.or.jp

発行：
〒540－0012  大阪市中央区谷町1－5－4
公益財団法人  納税協会連合会
TEL 06－6135－4062（編集部直通）
FAX 06－6135－4056（　　〃　　）

※このカレンダーには、決算日等に関係なく全ての会社に共通する期日のみ記載しています。

●６月分の源泉所得税、特別徴収住民税の納付　 ➡７月10日（金）まで
●当年１月～６月分の源泉所得税の納期の特例分の納付
★常時10人未満の事業所は届出により前６か月分を７月10日と１月20日までに
納付することができます。　　　　　　　　　　　➡７月10日（金）まで

●５月決算法人の確定申告と納付（法人税・消費税など）
★届出により申告期限の延長特例あり（特例利用の場合は見込納付、消費税は
法人税の延長とセットで）。

➡決算応当日（月末決算では７月31日（金））まで
●11月決算法人の中間申告と納付（法人税・消費税など）

➡決算応当日（月末決算では７月31日（金））まで
●３か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）
が400万円超の法人）のうち８月・11月・２月決算法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では７月31日（金））まで
●１か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）
が4,800万円超の法人）のうち４月・５月決算法人（申告期限延長の場合
は３月・４月・５月決算法人）を除く法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では７月31日（金））まで
●固定資産税・都市計画税（第２期分）の納付 ➡市町村条例指定日まで
●固定資産課税台帳の登録価格審査の申立
★自己の評価額に不服がある者が申立をします。

➡納税通知書の交付を受けた日後３か月を経過する日まで

●雇用保険被保険者資格取得届の提出（６月雇入分）
➡７月10日（金）まで

●労働保険の年度更新手続及び保険料等納付期限 ➡７月10日（金）まで

●健康保険・厚生年金保険の報酬月額算定基礎届の提出
➡７月10日（金）まで

●高年齢者・障害者雇用状況報告書の提出　　　 ➡７月15日（水）まで
●労働者死傷病報告の提出（休業４日未満、４～６月分）

➡７月31日（金）まで
●外国人雇用状況届出書の提出（雇用保険の被保険者ではない外国人の６
月雇入・離職分）　　　　　　　　　　　　　　 ➡７月31日（金）まで
●健康保険・厚生年金保険の保険料納付（６月分） ➡７月31日（金）まで

●申告、納付期限等の日が土曜日、日曜日、国民の祝日・休日に当たるときは、
原則その翌日が納付期限等の日となります。

（公認会計士・税理士　井村奨／特定社会保険労務士　井村佐都美）

NKレター

税務

労務

副業あり労働者の税務・労務
　副業あり労働者（当レターでは本業も副業も給与所得労働者と定義し
ます）の税務・労務の注意点を記載します。

［税務上の注意点・影響（年末調整・確定申告）］
　原則として、労働者は、本業（主たる給与）では「給与所得者の扶養
控除等申告書」を提出している場合は年末調整が行われていますが、副
業（従たる給与）については年末調整できず、原則所得者本人による確
定申告が必要となるため、労働者への注意喚起が望まれます。

［労務上の注意点・影響（労働保険・社会保険）］
　「労働保険の年度更新手続及び保険料等納付」と「健康保険・厚生年
金保険の報酬月額算定基礎届の提出」が共に７月10日期限ですが、副
業あり労働者の取扱いが各保険で異なります。
　労働保険は労災保険・雇用保険に分かれ、労災保険は副業先も強制適
用ですので申告納付対象に含めますが、雇用保険は原則として主たる１
社（本業）が申告納付対象です。
　健康保険・厚生年金保険（以下、社会保険）は各事業所ごとに社会保
険の加入要件を満たしているかで判断され、本業先・副業先それぞれで
加入要件を満たしている場合は双方にて社会保険に加入することになり、
それぞれが報酬月額算定基礎届を提出する必要があります。

総務・経理のお仕事カレンダー7月の と税務 労務
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今月のテーマ

　会社が事業を行う上で、売掛金や買掛金などの代金決済は銀行振込で行うことが一般的です。その際によく問題となるのが「振込手数料を
どちらが負担するか」という点です。
　原則的には、振込手数料は支払い側（買い手）が負担するものとされています。また、令和８年１月１日に施行された「製造委託等に係る
中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」（取適法・改正下請法）においては、振込手数料を売り手に負担させるこ
とが違法となりました。
　ただし、「取適法」の対象とならない取引である場合において従来の商慣習から、買い手が代金決済の際に、振込手数料相当額を差し引い
た金額を売り手に振込み、実質的に売り手が振込手数料相当額を負担するケースもあるでしょう。
　どちらが振込手数料を負担するかによって会計処理は以下のとおり変わってきます。

税理士　磯山仁志

ギモンを解決！

経理担当者のための
税務・会計Q&A

　原則どおり買い手が振込手数料を負担する場合についてはさしたる問題はないでしょう。
　一方で、売り手が振込手数料を負担する場合については、取引当事者間の契約関係等により、①売り手が振込手数料相当額を売上値引きと
する場合、②売り手が買い手から振込手数料相当額について「代金決済上の役務提供」を受けた対価とする場合（立替金とする場合も含む）
の２つのケースが考えられます。これらの２つの方法は売り手及び買い手における消費税の適格請求書保存の観点からその対応に違いが生じ
ます。

　売り手は、売上値引きとした振込手数料相当額について、原則として買い手に対して適格返還請求書を交付する必要がありますが、一般的
には、こうした振込手数料相当額は１万円未満となると考えられますので、その場合は適格返還請求書の交付義務が免除されることとなりま
す（少額な対価返還等に係る適格返還請求書の交付義務免除）。なお、軽減税率（８％）対象の課税資産の譲渡等を対象とした振込手数料相
当額の売上値引きには、軽減税率（８％）が適用されます。

　売り手は、支払手数料等として処理した請求金額から差し引かれた金額について仕入税額控除の適用を受けるためには、原則として、買い
手から交付を受けた適格請求書の保存、もしくは、買い手が金融機関から受け取った振込手数料に係る適格請求書及び買い手から交付を受け
た立替金精算書等の保存が必要となります。
　また、売り手は、請求金額から差し引かれた振込手数料相当額について、仕入明細書等を作成し、買い手の確認を受けて仕入税額控除を行
うこともできます。

　なお、一定規模以下の事業者は、１万円未満の課税仕入れについて、一定の事項が記載された帳簿のみの保存により、当該課税仕入れにつ
いて仕入税額控除の適用を受けることができる経過措置（少額特例）が設けられていますので、適格請求書等の保存は不要になります。

振込手数料の売り手負担・買い手負担と経理処理

銀行振込による代金決済において、振込手数料は売り手と買い手のどちらが負担すべきでしょうか？

原則的には、振込手数料は買い手側が負担するものとされていますが、必ずしも強制されるものではない場合も
あります。

❶ 売り手が振込手数料相当額を売上値引きとする場合

❷ 売り手が買い手から振込手数料相当額について「代金決済上の役務提供」を受けた対価とする場合（立替金とする場合も含む）

●100,000円の代金決済について振込手数料（550円）を買い手が負担する場合
買い手の仕訳
買掛金　　　　　　　　　 100,000円　　　　普通預金　　　　　　 100,550円
支払手数料　　　　　　　　　　550円

売り手の仕訳

普通預金　　　　　　　　 100,000円　　　　売掛金　　　　　　　 100,000円

●100,000円の代金決済について振込手数料（550円）を売り手が負担する場合
買い手の仕訳
買掛金　　　　　　　　　 100,000円　　　　普通預金　　　　　　 99,450円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ①仕入値引 or ②雑収入　　550円

支払手数料　　　　　　　　　　550円　　　　普通預金　　　　　　　　　550円

売り手の仕訳
普通預金　　　　　　　　 99,450円　　　　売掛金　　　　　　　 100,000円
①売上値引 or ②支払手数料　　550円


